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１．平成19年３月期の連結業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 219,197 3.2 16,087 2.4 17,267 4.2 9,683 3.1

18年３月期 212,326 6.6 15,716 14.8 16,569 13.9 9,391 13.5

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年３月期 84 98 84 94 7.7 9.3 7.3

18年３月期 81 42 81 39 7.9 9.4 7.4

（参考）持分法投資損益 19年３月期 183百万円 18年３月期 33百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 186,902 128,875 68.9 1,129 46

18年３月期 182,704 123,426 67.6 1,082 39

（参考）自己資本 19年３月期 128,739百万円 18年３月期 ―百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期 10,624 △8,246 △2,804 34,791

18年３月期 13,318 △5,457 △4,074 35,206

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 11 50 12 50 24 00 2,733 29.5 2.3

19年３月期 12 00 13 00 25 00 2,849 29.4 2.3

20年３月期（予想） 12 50 12 50 25 00 － 27.1 －

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 111,400 3.1 8,400 1.5 9,100 1.8 5,200 3.7 45 62

通期 229,000 4.5 17,200 6.9 18,300 6.0 10,500 8.4 92 12
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年３月期 113,983,053株 18年３月期 113,925,053株

②　期末自己株式数 19年３月期 1,016,947株 18年３月期 1,074,947株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、35ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年３月期の個別業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 204,058 2.3 11,464 △9.3 14,525 △2.7 8,834 0.8

18年３月期 199,402 6.3 12,637 7.1 14,928 6.6 8,765 2.4

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

19年３月期 77 53 77 49

18年３月期 76 41 76 38

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 176,664 124,881 70.7 1,095 34

18年３月期 173,142 120,813 69.8 1,059 93

（参考）自己資本 19年３月期 124,850百万円 18年３月期 ―百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 103,400 2.5 6,100 2.1 9,300 11.2 6,200 18.2 54 39

通期 212,000 3.9 12,200 6.4 16,000 10.2 10,000 13.2 87 73

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によ

り予想数値と異なる可能性があります。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

  当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景として、堅調な設備投資や雇用環境の改善などによ

り、緩やかな成長を維持しました。

  ビジネスフォーム業界におきましては、ＩＴ化による需要量の減少や競争激化による価格の下落に加え、用紙価格

の高騰などにより、依然として厳しい経営環境が続きました。

  このような状況のなか、当社グループは、顧客志向の姿勢を徹底して企画提案型の販売活動を展開するとともに、

新規市場の開拓と、グループ企業を含めた製造体制の効率化に取り組み、競争力の強化につとめました。

  以上の結果、売上高は前連結会計年度に比べ3.2％増の2,191億円となりました。

  損益面では、経常利益が172億円となり前連結会計年度に比べ4.2％増、当期純利益は3.1％増の96億円となりました。

 

  セグメント別の状況は下記のとおりです。

 

  印刷事業　　　　　　　　 売 上 高 1,685億円 （対前連結会計年度　2.4％増）

  ビジネスフォームでは、省資源化やプライバシー保護のニーズに対応するラベルや各種フォームの拡販につとめ

ましたが、ＩＴ化による需要量の減少や価格下落により前年を下回りました。

  ＤＰＳでは、金融業界をはじめとした通知業務や販売促進業務のアウトソーシング化の進行や、パーソナルなフ

ルカラーダイレクトメールなどの寄与もあり、好調に推移いたしました。

 

  その他の事業　　　　　　 売 上 高   506億円 （対前連結会計年度　6.1％増）

  サプライ品は、オフィス用品の品揃えを充実し積極的に拡販いたしましたが、プリンター消耗品を中心に価格競

争が激化し、微増にとどまりました。

  また、事務機器関連等につきましては、納付書加工機器の受注増などにより、好調に推移いたしました。

 

 （セグメント別売上高）

事業の種類別
セグメント

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

増減

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

対前年増減率
（％）

印　刷　事　業 164,567 77.5 168,547 76.9 3,980 2.4

（　内ＤＰＳ　） (59,389) (28.0) (64,833) (29.6) (5,444) (9.2)

その他の事業 47,759 22.5 50,649 23.1 2,890 6.1

合計 212,326 100.0 219,197 100.0 6,870 3.2

 

  今後の見通しにつきましては、わが国経済は、企業業績の回復や国内外の需要拡大など、持続的な成長が期待され

ますが、米国経済の不透明感や円高の懸念など、予断を許さない経営環境が続くものと予想されます。

  ビジネスフォーム業界におきましても、ＩＴ化の進展による印刷需要の減少に加え、用紙価格の上昇が見込まれ、

引き続き経営環境は厳しいものと考えられます。

  このようななか、当社グループは、市場や社会の変革を的確にとらえ、ニーズに対応した製品やサービスの改良開

発とソリューション提案の充実により、事業構造改革を推進するとともに、企業体質の強化をはかり、業績の向上に

つとめてまいります。

  翌連結会計年度の業績見通しとしては、売上高2,290億円、経常利益183億円、当期純利益105億円を見込んでおりま

す。
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(2）財政状態に関する分析

  ① 資産、負債及び純資産の状況

資産の部

資産合計は、前連結会計年度末に比べ41億円増加し1,869億円となりました。これは主に売掛金が33億円増加し

たことや土地が20億円増加したこと等によるものであります。

負債の部

負債合計は、前連結会計年度末に比べ11億円減少し580億円となりました。これは主に未払法人税等が10億円減

少したこと等によるものであります。

純資産の部 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ54億円増加し1,288億円となりました。これは主に利益剰余金が67億円

増加したこと等によるものであります。

　② キャッシュフローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

4億円減少し、347億円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は、前連結会計年度に比べ26億円減少の106億円となりました。これは主に収入で

は税金等調整前当期純利益167億円、減価償却費50億円、支出においては法人税等の支払額76億円、売上債権の増

加額28億円によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は、前連結会計年度に比べ27億円増の82億円となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出77億円によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は、前連結会計年度に比べ12億円減の28億円となりました。これは主に配当金の支

払額27億円の支出によるものであります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当予想

  当社は新しい企業価値の創造に向け、情報管理サービス業の確立をめざしております。その事業展開や事業拡大に

必要な研究開発、合理化に向けた設備投資および新規事業の開拓のため、内部留保の確保を基本方針といたします。

また、株主の皆様に対する利益還元策につきましては、中長期に株式を保有していただけるよう、安定的な配当を基

本とし、業績と配当性向を勘案のうえ決定いたします。

  当連結会計年度の中間配当金につきましては、１株につき12円とさせていただきました。なお、期末配当金につき

ましては、１株につき13円とさせていただく予定であります。

  翌連結会計年度の配当金につきましては、25円を見込んでおります。

 

２．企業集団の状況
 最近の有価証券報告書（平成18年6月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」から

重要な変更がないため、開示を省略しております。

 

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

(2）目標とする経営指標

(3）中長期的な会社の経営戦略

(4）会社の対処すべき課題

(5）その他、会社の経営上重要な事項

 平成19年3月期中間決算短信（平成18年10月27日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため、開示を

省略しております。

当該中間決算短信は次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

　　http://www.toppan-f.co.jp

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

　　http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   31,766   31,343  

２　受取手形及び売掛金 ※５  40,188   43,039  

３　有価証券   3,440   3,447  

４　たな卸資産   14,203   13,715  

５　前払費用   1,228   1,218  

６　繰延税金資産   2,341   2,038  

７　その他   1,923   1,700  

８　貸倒引当金   △157   △148  

流動資産合計   94,933 52.0  96,355 51.6

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物及び構築物  42,115   45,418   

減価償却累計額  18,748 23,367  19,795 25,623  

(2) 機械装置及び運搬具  61,535   63,258   

減価償却累計額  47,398 14,136  48,925 14,332  

(3) 工具器具備品  10,338   10,568   

減価償却累計額  8,820 1,518  8,944 1,624  

(4) 土地   18,488   20,580  

(5) 建設仮勘定   753   850  

有形固定資産合計   58,264 31.9  63,011 33.7

２　無形固定資産        

(1) 借地権その他   1,440   2,044  

無形固定資産合計   1,440 0.8  2,044 1.1

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※１  19,651   16,715  

(2) 長期貸付金   6   17  

(3) 長期前払費用   314   489  

(4) 敷金・保証金   2,318   2,289  

(5) 保険積立金   4,107   4,313  

(6) 繰延税金資産   824   712  

(7) その他   915   1,060  

(8) 貸倒引当金   △73   △107  

投資その他の資産合計   28,065 15.4  25,492 13.6

固定資産合計   87,771 48.0  90,547 48.4

資産合計   182,704 100.0  186,902 100.0
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前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金 ※５  34,703   34,565  

２　短期借入金   691   743  

３　一年内返済予定長期借入
金

  ―   100  

４　未払法人税等   4,038   2,948  

５　未払消費税等   520   412  

６　未払費用   3,614   3,759  

７　賞与引当金   3,729   3,625  

８　設備関係支払手形 ※５  1,516   3,130  

９　その他   3,858   4,032  

流動負債合計   52,672 28.8  53,317 28.5

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   100   ―  

２　繰延税金負債   2,499   1,394  

３　退職給付引当金   3,172   2,597  

４　役員退職慰労引当金   617   593  

５　その他   107   124  

固定負債合計   6,497 3.6  4,709 2.5

負債合計   59,170 32.4  58,026 31.0

        

(少数株主持分)        

少数株主持分   108 0.1  ― ―

        

(資本の部)        

Ⅰ　資本金 ※３  11,750 6.4  ― ―

Ⅱ　資本剰余金   9,270 5.1  ― ―

Ⅲ　利益剰余金   99,187 54.3  ― ―

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   5,562 3.0  ― ―

Ⅴ　為替換算調整勘定   △567 △0.3  ― ―

Ⅵ　自己株式 ※４  △1,776 △1.0  ― ―

資本合計   123,426 67.6  ― ―

負債、少数株主持分及び
資本合計

  182,704 100.0  ― ―
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前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   ― ―  11,750 6.3

２　資本剰余金   ― ―  9,270 5.0

３　利益剰余金   ― ―  105,945 56.7

４　自己株式   ― ―  △1,680 △0.9

株主資本合計   ― ―  125,284 67.0

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額
金

  ― ―  3,541 1.9

２　為替換算調整勘定   ― ―  △86 △0.0

評価・換算差額等合計   ― ―  3,454 1.8

Ⅲ　新株予約権   ― ―  31 0.0

Ⅳ　少数株主持分   ― ―  104 0.1

純資産合計   ― ―  128,875 69.0

負債純資産合計   ― ―  186,902 100.0
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   212,326 100.0  219,197 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  160,437 75.6  167,080 76.2

売上総利益   51,889 24.4  52,116 23.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

 36,172 17.0  36,029 16.4

営業利益   15,716 7.4  16,087 7.3

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  124   82   

２　受取配当金  150   158   

３　為替差益  73   13   

４　積立保険返戻益  27   33   

５　持分法による投資利益  33   183   

６　特許料収入  363   344   

７　投資事業組合運用益  ―   215   

８　その他  254 1,027 0.5 299 1,332 0.6

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  71   29   

２　事故関係費  20   ―   

３　職務発明報奨費用  ―   29   

４　期末在庫評価損  ―   59   

５　その他  83 174 0.1 35 153 0.1

経常利益   16,569 7.8  17,267 7.9

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※３ 7   32   

２　投資有価証券売却益  110   231   

３　会員権売却益  16   ―   

４　その他  0 134 0.1 5 269 0.1

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※４ 56   26   

２　固定資産除却損 ※５ 134   125   

３　投資有価証券売却損  37   8   

４　投資有価証券等評価損  228   431   

５　会員権評価損  0   ―   

６　損害賠償費用  ―   86   

７　開発投資損失  ―   100   

８　その他  5 462 0.2 12 789 0.4
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前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

税金等調整前当期純利益   16,240 7.6  16,746 7.6

法人税、住民税及び事業税  7,326   6,370   

法人税等調整額  △483 6,843 3.2 692 7,062 3.2

少数株主利益   5 0.0  1 0.0

当期純利益   9,391 4.4  9,683 4.4
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(3）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

連結剰余金計算書

  
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)    

Ⅰ　資本剰余金期首残高   9,270

Ⅱ　資本剰余金期末残高   9,270

(利益剰余金の部)    

Ⅰ　利益剰余金期首残高   92,544

Ⅱ　利益剰余金増加高    

１　当期純利益  9,391 9,391

Ⅲ　利益剰余金減少高    

１　配当金  2,621  

２　役員賞与  114  

３　自己株式処分差損  13 2,749

Ⅳ　利益剰余金期末残高   99,187
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連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

11,750 9,270 99,187 △1,776 118,431

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　（注）   △1,424  △1,424

剰余金の配当   △1,367  △1,367

当期純利益   9,683  9,683

自己株式の処分   △20 95 75

役員賞与　（注）   △114  △114

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― 6,757 95 6,853

平成19年３月31日　残高
（百万円）

11,750 9,270 105,945 △1,680 125,284

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘
定

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

5,562 △567 4,995 ― 108 123,534

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　（注）      △1,424

剰余金の配当      △1,367

当期純利益      9,683

自己株式の処分      75

役員賞与　（注）      △114

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△2,021 480 △1,540 31 △3 △1,512

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△2,021 480 △1,540 31 △3 5,341

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,541 △86 3,454 31 104 128,875

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税金等調整前当期純利益  16,240 16,746

２　減価償却費  4,834 5,012

３　貸倒引当金の純増減額  △20 20

４　受取利息及び受取配当金  △274 △241

５　支払利息  71 29

６　積立保険返戻益  △27 △33

７　持分法による投資利益  △33 △183

８　投資有価証券等評価損  228 431

９　投資有価証券売却損  37 8

10　投資有価証券売却益  △110 △231

11　会員権評価損  0 ―

12　会員権売却益  16 ―

13　固定資産売却損  56 26

14　固定資産除却損  134 125

15　固定資産売却益  △7 △32

16　賞与引当金の増減額  240 △108

17　退職給付引当金の増減額  526 △575

18　役員賞与の支払額  △115 △115

19　売上債権の増減額  △930 △2,813

20　たな卸資産の増減額  △346 519

21　仕入債務の増減額  △598 △171

22　未払消費税等の増減額  △333 △111

23　その他  501 △234

小計  20,091 18,068

24　利息及び配当金の受取額  300 279

25　利息の支払額  △67 △29

26　法人税等の支払額  △7,006 △7,692

営業活動によるキャッシュ・フロー  13,318 10,624
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前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　有形固定資産の取得による支出  △3,646 △7,743

２　有形固定資産の売却による収入  25 64

３　投資有価証券の取得による支出  △1,837 △719

４　投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

 304 946

５　貸付金の実行による支出  △6 △118

６　貸付金の回収による収入  12 6

７　連結子会社の取得に伴う支出  ― △38

８　その他の投資活動による支出  △1,290 △1,422

９　その他の投資活動による収入  981 777

投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,457 △8,246

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入金の純増減額  △1,095 △6

２　ファイナンス・リース債務返済に
よる支出

 △88 △60

３　長期借入金の返済による支出  △69 △18

４　自己株式の取得による支出  △263 ―

５　自己株式の売却による収入  71 75

６　配当金支払額  △2,621 △2,791

７　少数株主への配当金支払額  △7 △4

８　その他  0 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,074 △2,804

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  27 11

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減
少額）

 3,814 △415

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  31,391 35,206

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 35,206 34,791
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社数　　　21社

　すべての子会社を連結しております。

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関

係会社の状況」に記載しているため省略いたしました。

　なお、当連結会計年度において新規に設立したＴＦＥ

インフォメーション・テクノロジー社を連結の範囲に含

めております。

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社数　　　22社

　すべての子会社を連結しております。

主要な連結子会社名

　トッパン・フォームズ東海㈱、トッパン・フォーム

プロセス㈱、トッパン・フォームズ・サービス㈱、

トッパン・フォームズ関西㈱、トッパン・フォームズ

西日本㈱、山陽トッパン・フォームズ㈱、トッパン・

フォームズ（香港）社、トッパン・フォームズ（シン

ガポール）社、トッパン・フォームズ・オペレーショ

ン㈱、テクノ・トッパン・フォームズ㈱

　なお、当連結会計年度において新規に株式を取得し

た㈱ジクシスを連結の範囲に含めております。

　また、当連結会計年度において清算結了したトッパ

ン・フォームズ・カード・テクノロジーズ（台湾）社

を連結の範囲から除外しております。

　また、当連結会計年度においてトッパン・フォーム

ズ（香港）社が、深セン瑞興紙業有限公司の株式を追

加取得したため、深セン瑞興紙業有限公司を連結の範

囲に含めております。

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用している会社

関連会社数　　　９社

　すべての関連会社に持分法を適用しております。

　主要な関連会社はデータ・プロダクツ・トッパン・

フォームズ社であります。

　なお、当連結会計年度において新規に株式を取得した

ＣＦＭトッパン・フォームズ（マレーシア）社を持分法

適用の範囲に含めております。また、株式売却により韓

国トッパン・フォームズ社を持分法適用の範囲から除外

しております。

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用している会社

関連会社数　　　７社

　すべての関連会社に持分法を適用しております。

　主要な関連会社はデータ・プロダクツ・トッパン・

フォームズ社であります。

　なお、当連結会計年度において北京興華信息紙有限

公司は、北京トッパン・フォームズ社に吸収合併され

たため、持分法適用の範囲から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、Ｔ．Ｆ．カンパニー社、他８社の

決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在における各社の財務諸表を使用して

おりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結決算上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、Ｔ．Ｆ．カンパニー社、他８社の

決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在における各社の財務諸表を使用して

おりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結決算上必要な調整を行っております。
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前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

ａ　売買目的有価証券

時価法（売却原価は総平均法により算定）

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

ａ　売買目的有価証券

同左

ｂ　満期保有目的の債券

償却原価法

ｂ　満期保有目的の債券

同左

ｃ　その他有価証券

１　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として総平均法により算定）

ｃ　その他有価証券

１　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は主として総平均法により算定）

２　時価のないもの

主として総平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合およびそれに

類する組合への出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。

２　時価のないもの

同左

 

②デリバティブ

時価法

②デリバティブ

同左

③たな卸資産

ａ　商品（サプライ）・原材料・貯蔵品

主として先入先出法による原価法

③たな卸資産

ａ　商品（サプライ）・原材料・貯蔵品

同左

ｂ　商品（機器）・製品・仕掛品

主として個別法による原価法

ｂ　商品（機器）・製品・仕掛品

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産

　主として法人税法の規定に基づく定率法によって

おります。

　ただし、当社及び国内連結子会社については、平

成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

　主として法人税法の規定に基づく定額法によって

おります。

　ただし、当社及び国内連結子会社における自社利

用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（主として５年）に基づく定額法を採用して

おります。

②無形固定資産

同左
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前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の当連結会計年度に

負担すべき見積額を計上しております。

②賞与引当金

同左

③　         ――――――――――

 

③役員賞与引当金

　当社は、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年

度における支給見込額を計上しております。

　なお、当該金額は流動負債の「その他」に60百万

円含まれております。

④退職給付引当金

　当社及び主要な国内連結子会社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した

額を計上しております。数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

④退職給付引当金

　当社及び主要な国内連結子会社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した

見込額に基づき、当連結会計年度の末日において発

生していると認められる額を計上しております。

　なお、過去勤務債務は、その発生時の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）による定額法によ

り発生年度から費用処理することとしております。

　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

⑤役員退職慰労引当金

　当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の

支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

⑤役員退職慰労引当金

　国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

　また、当社は平成18年６月29日開催の定時株主総

会の日をもって、役員退職慰労金制度を廃止してお

ります。

　なお、当該総会までの在任期間に対応する役員退

職慰労金相当額については、役員退職慰労引当金に

計上しております。

(4) 重要な外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及

び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含め

ております。

(4) 重要な外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算

基準

　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及

び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めております。
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前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(5) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が、借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　主として、繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採

用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ　為替予約

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ　為替予約

同左

ｂ　金利スワップ

借入金

ｂ　金利スワップ

同左

③ヘッジ方針

　主として、当社の経理本部の管理のもとに、将来

の為替・金利変動リスク回避のためにヘッジを行う

方針であります。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しております。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

(7) その他の連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7) その他の連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　連結調整勘定の償却に関する事項

　連結調整勘定の償却は、投資効果の発現する期間にわ

たり均等償却を行う方針であります。

６　連結調整勘定の償却に関する事項

同左

７　利益処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連

結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成してお

ります。

７　　　　　　　――――――――――

 

８　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

８　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。

――――――――――

 

―――――――――― （役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ148百万円減少しております。

――――――――――

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は128,739百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

―――――――――― （ストック・オプション等に関する会計基準）

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適

用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ31百万円減少しております。
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（連結損益計算書）

　「投資有価証券売却損」は、当連結会計年度において区

分掲記しております。

　なお、前連結会計年度において、特別損失の「その他」

に含まれる「投資有価証券売却損」は５百万円であります。

――――――――――

――――――――――

 

 

（連結損益計算書）

　「投資事業組合運用益」は、前連結会計年度は、営業

外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度において区分掲記する方法に変更しました。

　なお、前連結会計年度における営業外収益の「その

他」に含まれている当該金額は11百万円であります。

 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券(株式) 872百万円 投資有価証券(株式)    1,152百万円

　２　保証債務 　２　保証債務

従業員住宅借入金保証 17百万円 従業員住宅借入金保証 15百万円

※３　発行済株式総数 普通株式 115,000千株 ※３　        ――――――――――――

※４　自己株式の保有数

　当社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数は

以下のとおりであります。

※４　        ――――――――――――

　

普通株式 1,074,947株   

※５　        ―――――――――――― ※５　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

受取手形

支払手形

設備関係支払手形

434百万円

33

2
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

支払運賃 5,598百万円

役員報酬・従業員給与諸手当  11,697

退職給付費用  761

賞与引当金繰入額  1,218

役員退職慰労引当金繰入額  210

減価償却費  1,020

賃借料  2,606

研究開発費  2,173

支払運賃 5,631百万円

役員報酬・従業員給与諸手当 12,284

退職給付費用 275

賞与引当金繰入額 1,215

役員退職慰労引当金繰入額 8

減価償却費 978

賃借料 2,672

研究開発費 2,242

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、2,173百万円であります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、2,242百万円

であります。

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 7百万円

工具器具備品 0

計 7

土地 8百万円

建物及び構築物 23

機械装置及び運搬具 1

計 32

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 40百万円

機械装置及び運搬具 0

工具器具備品 14

計 56

機械装置及び運搬具 24百万円

工具器具備品 2

計 26

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 37百万円

機械装置及び運搬具  75

工具器具備品  21

ソフトウェア  0

計 134

建物及び構築物 38百万円

機械装置及び運搬具 65

工具器具備品 20

ソフトウェア 0

計 125
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

発行済株式

普通株式 115,000 ― ― 115,000

合計 115,000 ― ― 115,000

自己株式

普通株式 1,074 ― 58 1,016

合計 1,074 ― 58 1,016

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少58千株は、ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分によるもの

であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
― ― ― ― ― 31

合計 ― ― ― ― ― 31

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,424 12.5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年10月27日

取締役会
普通株式 1,367 12.0 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,481 利益剰余金 13.0 平成19年３月31日 平成19年６月28日

トッパン・フォームズ㈱ (7862) 平成 19 年３月期決算短信

－ 21 －



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 31,766百万円

有価証券勘定 3,440

現金及び現金同等物 35,206

現金及び預金勘定 31,343百万円

有価証券勘定 3,447

現金及び現金同等物 34,791

（リース取引関係）

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成18年３月31日）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

２　その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 4,481 13,446 8,965

②その他 1,000 1,536 535

小計 5,481 14,982 9,501

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 503 395 △108

②その他 419 410 △9

小計 923 805 △117

合計 6,404 15,787 9,383

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

298 110 0

４　時価評価されていない主な有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

①非上場株式 1,883

②その他 4,547

合計 6,430

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

種類
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１　債券     

①国債・地方債等 ― ― ― ―

②社債 ― ― 7 1,100

③その他 ― ― ― ―

２　その他     

①投資信託 ― ― ― ―

合計 ― ― 7 1,100
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当連結会計年度（平成19年３月31日）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

２　その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 4,419 10,542 6,122

②その他 993 1,060 66

小計 5,413 11,603 6,189

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 657 451 △206

②その他 368 360 △7

小計 1,025 811 △213

合計 6,439 12,414 5,975

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

650 231 ―

４　時価評価されていない主な有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

①非上場株式 2,040

②その他 4,554

合計 6,595

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

種類
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１　債券     

①国債・地方債等 ― ― ― ―

②社債 ― ― 7 1,100

③その他 ― ― ― ―

２　その他     

①投資信託 ― ― ― ―

合計 ― ― 7 1,100
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

　提出会社及び一部の在外子会社は、将来の為替・金利変

動リスク回避のためのヘッジ目的にのみデリバティブ取引

を利用しております。通貨関連では為替予約取引、金利関

連では金利スワップ取引があります。これらの取引はいず

れも実需に基づくものであるため、将来の為替・金利の変

動による市場リスクはないものと判断しております。また、

取引は信用度の高い金融機関を契約先としており、取引の

契約不履行による信用リスクもほとんどないものと認識し

ております。なお、デリバティブ取引の実行および管理は、

各会社の経理部門において行っております。

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

　該当事項はありません。 同左
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、それぞれ確定給付型の制度として、退職年金規程または退職金規程に基づいた退職

年金制度または退職一時金制度を採用しており、当社と主要な国内連結子会社７社は、その給付の全額を外部拠出

の確定給付企業年金又は、適格退職年金に移行しております。なお、海外連結子会社は、確定給付型の退職金制度

は採用しておりません。

　また、一部の子会社は、平成19年４月１日に退職年金規程を新たに制定し、退職年金制度について会社への貢献

度をより反映したポイント制を導入いたしました。なお、一部の子会社は、確定給付企業年金法に基づく確定給付

年金制度の許可を厚生労働省に申請し、平成19年４月１日に適格退職年金制度から同制度へ移行をしております。

２　退職給付債務及びその内訳

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

(1) 退職給付債務 31,815百万円 26,548百万円

(2) 年金資産　(注)１ 28,936 29,642

(3) 未積立退職給付債務(1)－(2) 2,878 △3,093

(4) 未認識数理計算上の差異 251 1,408

(5) 未認識過去勤務債務 ― 4,282

(6) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5) 3,130 2,597

(7) 前払年金費用 △42 ―

(8) 退職給付引当金(6)－(7) 3,172 2,597

　（注) １　前連結会計年度及び当連結会計年度の年金資産には、退職給付信託における年金資産額をそれぞれ2,232百万

円及び1,779百万円含んでおります。

２　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　平成19年４月１日付で、一部の子会社は、退職年金制度について従来の最終給与を基礎とする制度から資格

考課に応じたポイントを付与する制度に変更しております。これに伴い、同日付で退職給付債務620百万円が

減少し、同額の未認識過去勤務債務（債務の減額）が発生しております。

３　退職給付費用の内訳

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(1) 勤務費用 1,675百万円 1,281百万円

(2) 利息費用 693 677

(3) 期待運用収益 758 965

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 466 164

(5) 過去勤務債務の費用処理額 ― △305

(6) 退職給付費用(1)＋(2)－(3)＋(4)＋(5) 2,076 852

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

(1) 割引率 2.5％ 2.5％

(2) 期待運用収益率 3.5％ 3.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4) 過去勤務債務の処理年数 ― 15年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年 15年

トッパン・フォームズ㈱ (7862) 平成 19 年３月期決算短信

－ 26 －



（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

平成12年
ストック・オプション

平成13年
ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役 18名

当社従業員 10名

当社取締役 16名

当社従業員 12名

当社取締役 16名

当社従業員 14名

株式の種類別のストック・オ

プション数　（注）１
普通株式 149,000株 普通株式 145,000株 普通株式 151,000株

付与日 平成12年７月３日 平成13年７月２日 平成14年７月１日

権利確定条件 （注）２  同左  同左

対象勤務期間
 自平成12年７月１日

至平成13年６月30日

 自平成13年７月１日

至平成14年６月30日

 自平成14年７月１日

至平成15年６月30日

権利行使期間
 自平成13年７月１日

至平成18年６月30日

 自平成14年７月１日

至平成19年６月30日

 自平成15年７月１日

至平成20年６月30日

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役 14名

当社従業員 18名

当社取締役 14名

当社従業員 19名

当社取締役 14名

当社従業員 29名

株式の種類別のストック・オ

プション数　（注）１
普通株式 157,000株 普通株式 182,000株 普通株式 211,000株

付与日 平成15年７月３日 平成16年７月１日 平成17年７月１日

権利確定条件 （注）２  同左  同左

対象勤務期間
 自平成15年７月１日

至平成16年６月30日

 自平成16年７月１日

至平成17年６月30日

 自平成17年７月１日

至平成18年６月30日

権利行使期間
 自平成16年７月１日

至平成21年６月30日

 自平成17年７月１日

至平成22年６月30日

 自平成18年７月１日

至平成23年６月30日

平成18年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役 14名

当社従業員 28名

株式の種類別のストック・オ

プション数　（注）１
普通株式 212,000株

付与日 平成18年７月14日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間
 自平成18年７月１日

至平成19年６月30日

権利行使期間
 自平成19年７月１日

至平成24年６月30日

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．権利確定条件は付しておりません。 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

平成12年
ストック・オプション

平成13年
ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 41,000 57,000 85,000

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 41,000 7,000 10,000

未行使残 ― 50,000 75,000

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― 211,000

失効 ― ― 7,000

権利確定 ― ― 204,000

未確定残 ― ― ―

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 88,700 153,000 204,000

権利確定 ― ― ―

権利行使 28,000 5,000 25,000

失効 ― ― ―

未行使残 60,700 148,000 179,000
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平成18年
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 ―

付与 212,000

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 212,000

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―

②　単価情報

平成12年
ストック・オプション

平成13年
ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 2,636 2,200 2,131

行使時平均株価　　　　　（円） ― ― ―

公正な評価単価（付与日）（円） ― ― ―

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 1,255 1,575 1,308

行使時平均株価　　　　　（円） 1,543 1,908 1,602

公正な評価単価（付与日）（円） ― ― ―

平成18年
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 1,734

行使時平均株価　　　　　（円） ―

公正な評価単価（付与日）（円） 198
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２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについて の公正な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。

①使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値及び見積方法

 平成18年ストック・オプション

株価変動性（注）１ 30.53％

予想残存期間（注）２ ３年６ヶ月

予想配当（注）３ 24.00円／株

無リスク利子率（注）４ 1.03％

（注）１．３年６ヶ月間（平成15年１月から平成18年６月まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行

使されるものと推定して見積もっております。

３．平成18年度３月期の配当実績によっております。

４．平均残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

４．連結財務諸表への影響額

販売費及び一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　31百万円
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

繰延税金資産 賞与引当金 1,499百万円       1,444百万円

 未払事業税 352  276

 減価償却費損金算入限度超過額 103  71

 退職給付引当金　(注) 1,620  1,362

 役員退職慰労引当金 251  241

 貸倒引当金損金算入限度超過額 31  29

 投資有価証券等評価損 177  188

 会員権評価損 185  149

 その他 613  347

 繰延税金資産合計 4,835  4,112

     

繰延税金負債 未分配剰余金 △110  △132

 その他有価証券評価差額金 △3,817  △2,430

 海外子会社減価償却費 △188  △129

 その他 △51  △62

 繰延税金負債合計 △4,168  △2,754

 繰延税金資産（負債）の純額 667  1,357

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 2,341百万円  2,038百万円

固定資産－繰延税金資産 824  712

固定負債－繰延税金負債 △2,499  △1,394

　（注）　前連結会計年度の退職給付引当金に関する繰延税金資産には、前払年金費用を14百万円含んでおります。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分の５以下にあたるため、

注記を省略しております。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

 
印刷事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 164,567 47,759 212,326 ― 212,326

(2) セグメント間の内部売上高又

は振替高
458 1,567 2,026 (2,026) ―

計 165,025 49,326 214,352 (2,026) 212,326

営業費用 149,496 47,368 196,864 (254) 196,609

営業利益 15,529 1,958 17,488 (1,771) 15,716

Ⅱ　資産・減価償却費

及び資本的支出
     

資産 121,870 17,888 139,759 42,945 182,704

減価償却費 4,709 111 4,820 14 4,834

資本的支出 5,844 6 5,850 ― 5,850

　（注) １　事業区分は製品の種類別区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1) 印刷事業…………印刷、加工の製造設備をもって生産される各種製品

(2) その他の事業……商品販売業、機器販売業、用役サービス他

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,771百万円であります。その主なも

のは、当社の本社総務部門、経理部門及び情報システム部門等に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は43,183百万円であります。その主なものは、当社

での余資運用資金（定期、通知預金等）、長期投資資金（投資有価証券等）等の資産であります。
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当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
印刷事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 168,547 50,649 219,197 ― 219,197

(2) セグメント間の内部売上高又

は振替高
436 1,520 1,957 (1,957) ―

計 168,984 52,170 221,154 (1,957) 219,197

営業費用 153,720 49,698 203,418 (309) 203,109

営業利益 15,263 2,472 17,735 (1,647) 16,087

Ⅱ　資産・減価償却費

及び資本的支出
     

資産 127,587 18,251 145,839 41,063 186,902

減価償却費 4,896 102 4,999 13 5,012

資本的支出 10,172 0 10,172 ― 10,172

　（注) １　事業区分は製品の種類別区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1) 印刷事業…………印刷、加工の製造設備をもって生産される各種製品

(2) その他の事業……商品販売業、機器販売業、用役サービス他

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,647百万円であります。その主なも

のは、当社の本社総務部門、経理部門及び情報システム部門等に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は41,323百万円であります。その主なものは、当社

での余資運用資金（定期、通知預金等）、長期投資資金（投資有価証券等）等の資産であります。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は148百万円増加し、営業利益が同額減少し

ております。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は31百万円増加し、営業利

益が同額減少しております。

 

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

会社名 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
(名)

事業上
の関係

(親会社)

凸版印刷㈱

東京都

台東区
104,986

製版・印刷

他

電子部品の

製造販売

直接　59.2 兼任　２

印刷物・材

料・商品の

販売及び購

入

営業

取引

製品・

商品の

販売

6,769
受取手形及

び売掛金
1,548

取引条件ないし取引条件の決定方針等

製品・商品の販売については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っております。

（注）　取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

氏名 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

(役員)

福田泰弘
― ―

当社代表

取締役会長
直接　0.0 ― ― 住宅の賃貸 3 ― ―

取引条件ないし取引条件の決定方針等

賃貸料は、近隣の取引相場を勘案の上決定しております。

（注）　取引金額には消費税等は含まれておりません。

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

会社名 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
(名)

事業上
の関係

(親会社)

凸版印刷㈱

東京都

台東区
104,986

製版・印刷

他

電子部品の

製造販売

直接　59.1 兼任　２

印刷物・材

料・商品の

販売及び購

入

営業

取引

製品・

商品の

販売

7,553
受取手形及

び売掛金
2,598

取引条件ないし取引条件の決定方針等

製品・商品の販売については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っております。

（注）　取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

氏名 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

(役員)

福田泰弘
― ―

当社代表

取締役会長
直接　0.0 ― ― 住宅の賃貸 3 ― ―

取引条件ないし取引条件の決定方針等

賃貸料は、近隣の取引相場を勘案の上決定しております。

（注）　取引金額には消費税等は含まれておりません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,082円39銭

１株当たり当期純利益 81円42銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
81円39銭

１株当たり純資産額 1,129円46銭

１株当たり当期純利益 84円98銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
84円94銭

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

損益計算上の当期純利益（百万円） 9,391 9,683

普通株主に帰属しない金額の内訳（百万円）   

利益処分による役員賞与金 115 ―

普通株主に帰属しない金額（百万円） 115 ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,276 9,683

普通株式の期中平均株式数（千株） 113,937 113,949

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株） 41 48

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかった

潜在株式の概要

１　ストックオプションに係る

新株予約権（新株予約権の数

2,380個、株式数238千株）

２　旧商法第210条ノ２第２項の

規定に基づき取得したストッ

クオプション目的に係る自己

株式（98千株）

１　ストックオプションに係る

新株予約権（新株予約権の数

4,350個、株式数435千株）

２　旧商法第210条ノ２第２項の

規定に基づき取得したストッ

クオプション目的に係る自己

株式（50千株）

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   29,281   28,818  

２　受取手形
※１
※６

 5,883   5,306  

３　売掛金 ※１  32,290   35,058  

４　有価証券   3,440   3,447  

５　商品   2,222   1,865  

６　製品   7,184   7,220  

７　原材料   839   836  

８　仕掛品   443   365  

９　貯蔵品   225   224  

10　前渡金   29   ―  

11　前払費用   644   582  

12　未収入金   1,949   2,055  

13　繰延税金資産   1,051   996  

14　その他 ※１  2,524   1,920  

15　貸倒引当金   △40   △142  

流動資産合計   87,971 50.8  88,555 50.1

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物  38,378   41,499   

減価償却累計額  16,698 21,679  17,643 23,856  

(2) 構築物  1,309   1,437   

減価償却累計額  1,004 304  1,031 405  

(3) 機械及び装置  57,506   59,131   

減価償却累計額  44,097 13,408  45,515 13,615  

(4) 車輌運搬具  397   337   

減価償却累計額  367 30  309 28  

(5) 工具器具備品  9,167   9,362   

減価償却累計額  7,760 1,407  7,847 1,515  

(6) 土地   18,407   20,506  

(7) 建設仮勘定   753   849  

有形固定資産合計   55,990 32.3  60,778 34.4
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２　無形固定資産        

(1) 特許権   14   11  

(2) 借地権   695   695  

(3) ソフトウェア   530   1,022  

(4) 電話施設利用権   119   118  

(5) 工業用水道施設利用権   0   2  

無形固定資産合計   1,360 0.8  1,849 1.0

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   18,768   15,552  

(2) 関係会社株式   2,289   2,739  

(3) 出資金   30   10  

(4) 破産債権・更生債権そ
の他これらに準ずる債
権

  68   95  

(5) 長期前払費用   297   473  

(6) 敷金・保証金   1,552   1,500  

(7) 保険積立金   4,107   4,313  

(8) ゴルフ会員権等   544   506  

(9) その他   232   395  

(10) 貸倒引当金   △73   △107  

投資その他の資産合計   27,819 16.1  25,480 14.4

固定資産合計   85,170 49.2  88,108 49.9

資産合計   173,142 100.0  176,664 100.0
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形
※１
※６

 9,153   7,832  

２　買掛金 ※１  28,707   30,323  

３　未払金   1,794   2,001  

４　未払法人税等   3,002   2,351  

５　未払消費税等   156   53  

６　未払費用   2,008   1,995  

７　前受金   337   234  

８　預り金   107   96  

９　賞与引当金   1,694   1,640  

10　設備関係支払手形 ※６  1,128   2,565  

11　その他   160   177  

流動負債合計   48,250 27.9  49,271 27.9

Ⅱ　固定負債        

１　役員退職慰労引当金   496   467  

２　退職給付引当金   1,337   994  

３　繰延税金負債   2,244   1,049  

固定負債合計   4,078 2.4  2,511 1.4

負債合計   52,329 30.2  51,782 29.3

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※３  11,750 6.8  ― ―

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金   9,270   ―  

資本剰余金合計   9,270 5.4  ― ―

Ⅲ　利益剰余金        

１　利益準備金   2,619 1.5  ― ―

２　任意積立金        

(1) 別途積立金  84,195 84,195 48.6 ― ― ―

３　当期未処分利益   9,192 5.3  ― ―

利益剰余金合計   96,007 55.5  ― ―

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※５  5,561 3.2  ― ―

Ⅴ　自己株式 ※４  △1,776 △1.0  ― ―

資本合計   120,813 69.8  ― ―

負債資本合計   173,142 100.0  ― ―
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   ― ―  11,750 6.7

２　資本剰余金        

(1）資本準備金  ―   9,270   

資本剰余金合計   ― ―  9,270 5.2

３　利益剰余金        

(1）利益準備金  ―   2,619   

(2）その他利益剰余金        

別途積立金  ―   90,195   

繰越利益剰余金  ―   9,155   

利益剰余金合計   ― ―  101,970 57.7

４　自己株式   ― ―  △1,680 △1.0

株主資本合計   ― ―  121,309 68.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額
金

  ― ―  3,540 2.0

評価・換算差額等合計   ― ―  3,540 2.0

Ⅲ　新株予約権   ― ―  31 0.0

純資産合計   ― ―  124,881 70.7

負債純資産合計   ― ―  176,664 100.0
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　製品売上高  154,866   157,736   

２　商品売上高  44,535 199,402 100.0 46,322 204,058 100.0

Ⅱ　売上原価 ※６       

１　製品期首たな卸高  7,444   7,184   

２　当期製品製造原価 ※３ 114,839   118,786   

合計  122,283   125,970   

３　他勘定振替高 ※１ 918   679   

４　製品期末たな卸高  7,184   7,220   

５　製品売上原価  114,180   118,071   

６　商品期首たな卸高  2,012   2,222   

７　当期商品仕入高  39,347   40,621   

合計  41,360   42,844   

８　商品期末たな卸高  2,222   1,865   

９　商品売上原価  39,138 153,318 76.9 40,979 159,050 77.9

売上総利益   46,083 23.1  45,007 22.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２
※３
※６

 33,445 16.8  33,542 16.4

営業利益   12,637 6.3  11,464 5.6

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  35   69   

２　有価証券利息  121   66   

３　受取配当金 ※６ 1,415   1,687   

４　設備賃貸料 ※６ 2,236   2,638   

５　為替差益  36   ―   

６　特許料収入  363   344   

７　投資事業組合運用益  ―   215   

８　その他  235 4,444 2.2 548 5,569 2.7

Ⅴ　営業外費用        

１　賃貸費用  2,062   2,354   

２　為替差損  ―   7   

３　その他  90 2,153 1.1 147 2,508 1.2

経常利益   14,928 7.5  14,525 7.1
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前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益  0   ―   

２　投資有価証券売却益  110   231   

３　その他  16 126 0.1 ― 231 0.1

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※４ 10   26   

２　固定資産除却損 ※５ 127   117   

３　投資有価証券売却損  ―   8   

４　投資有価証券評価損  228   116   

５　関係会社株式評価損  ―   99   

６　関係会社株式売却損  117   ―   

７　子会社整理損  236   ―   

８　関係会社貸倒引当金繰入
額

 ―   120   

９　損害賠償費用  ―   86   

10　開発投資損失  ―   100   

11　その他  0 721 0.4 1 676 0.3

税引前当期純利益   14,333 7.2  14,080 6.9

法人税、住民税及び事業
税

 5,747   5,000   

法人税等調整額  △179 5,567 2.8 246 5,246 2.6

当期純利益   8,765 4.4  8,834 4.3

前期繰越利益   1,749   ―  

自己株式処分差損   13   ―  

中間配当額   1,309   ―  

　　当期未処分利益   9,192   ―  

        

トッパン・フォームズ㈱ (7862) 平成 19 年３月期決算短信

－ 41 －



製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  8,146 7.1 6,105 5.1

Ⅱ　労務費  5,632 4.9 4,593 3.9

Ⅲ　外注加工費  92,983 81.1 100,723 84.8

Ⅳ　経費  7,881 6.9 7,285 6.1

（うち減価償却費）  (3,412) (3.0) (3,539) (2.9)

当期総製造費用  114,643 100.0 118,708 100.0

期首仕掛品たな卸高  639  443  

合計  115,282  119,151  

期末仕掛品たな卸高  443  365  

当期製品製造原価  114,839  118,786  

      

　（注) １　原価計算については、ロット別個別原価計算を行っております。

２　労務費のうち引当金繰入額は次のとおりであります。

 （前事業年度） （当事業年度）

賞与引当金繰入額 438百万円    362百万円

退職給付引当金繰入額 278 165
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(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

利益処分計算書

  
前事業年度

（平成18年６月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益   9,192

Ⅱ　利益処分額    

１　配当金  1,424  

２　役員賞与金  60  

３　任意積立金    

(1) 別途積立金  6,000 7,484

Ⅲ　次期繰越利益   1,708

    

　（注) １　前事業年度は、平成17年12月９日に1,309百万円の中間配当を実施しております。

２　日付は株主総会承認年月日であります。
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株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

11,750 9,270 9,270 2,619 84,195 9,192 96,007 △1,776 115,251

事業年度中の変動額

剰余金の配当　（注）      △1,424 △1,424  △1,424

剰余金の配当      △1,367 △1,367  △1,367

当期純利益      8,834 8,834  8,834

自己株式の処分      △20 △20 95 75

別途積立金の積立て（注）     6,000 △6,000 ―  ―

役員賞与　（注）      △60 △60  △60

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― ― 6,000 △37 5,962 95 6,058

平成19年３月31日　残高
（百万円）

11,750 9,270 9,270 2,619 90,195 9,155 101,970 △1,680 121,309

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

5,561 5,561 ― 120,813

事業年度中の変動額

剰余金の配当　（注）    △1,424

剰余金の配当    △1,367

当期純利益    8,834

自己株式の処分    75

別途積立金の積立て（注）    ―

役員賞与　（注）    △60

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△2,021 △2,021 31 △1,989

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△2,021 △2,021 31 4,068

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,540 3,540 31 124,881

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 売買目的有価証券

時価法（売却原価は総平均法により算定）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 売買目的有価証券

同左

(2) 満期保有目的の債券

償却原価法

(2) 満期保有目的の債券

同左

(3) 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

(3) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(4) その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定）

(4) その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定）

②時価のないもの

主として総平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する

組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

②時価のないもの

同左

 

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品（サプライ）・原材料・貯蔵品

先入先出法による原価法

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品（サプライ）・原材料・貯蔵品

同左

(2) 商品（機器）・製品・仕掛品

個別法による原価法

(2) 商品（機器）・製品・仕掛品

同左

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　法人税法に定められている定率法に基づいておりま

す。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっており

ます。

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

　法人税法に定められている定額法に基づいておりま

す。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（主として５年）に基づく定額法

によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左
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前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支給見込額のうち、

当期において負担すべき額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3)           ――――――――――

 

(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給

見込額を計上しております。

　なお、当該金額は流動負債の「その他」に60百万円

含まれております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数

理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除

した額を計上しております。数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（15年）による定額法により翌事業年度から費用処

理することとしております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数

理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除

した額を計上しております。

 なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法

により発生年度から費用処理することとしておりま

す。

 また、数理計算の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額

法により翌事業年度から費用処理することとしており

ます。

(5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しておりましたが、平成18年６月

29日開催の定時株主総会の日をもって、役員退職慰労

引当金制度を廃止しております。

　なお、当株主総会までの在任期間に対応する役員退

職慰労金相当額については、役員退職慰労引当金に計

上しております。

７　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建て金銭債権債務は決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

７　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左

８　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

８　リース取引の処理方法

同左

９　その他の財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

９　その他の財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準） ――――――――――

 　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。

―――――――――― （役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ60百万円減少しております。

―――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は124,850百万

円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

―――――――――― （ストック・オプション等に関する会計基準）

　当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適

用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ31百万円減少しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

――――――――――

 

 

（損益計算書）

　「投資事業組合運用益」は、前事業年度は、営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業

年度において区分掲記する方法に変更しました。

　なお、前事業年度における営業外収益の「その他」に

含まれている当該金額は11百万円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

※１　関係会社に対する主な資産・負債

　関係会社に対する資産・負債には区分掲記したもの

のほか次のものがあります。

※１　関係会社に対する主な資産・負債

　関係会社に対する資産・負債には区分掲記したもの

のほか次のものがあります。

受取手形 780百万円

売掛金 2,036

支払手形 334

買掛金 9,241

短期貸付金 1,369

受取手形 1,208百万円

売掛金 2,685

支払手形 255

買掛金 9,103

短期貸付金 1,121

２　保証債務 ２　保証債務

(1) 以下の関係会社の借入金について保証（保証予

約および経営指導念書の差入による保証を含む）

を行っております。

Ｔ．Ｆ．カンパニー社 90百万円

 ( 6百万香港ドル)

(2) 従業員住宅借入金保証 17

計 107

(1) 以下の関係会社の借入金について保証（保証予

約および経営指導念書の差入による保証を含む）

を行っております。

Ｔ．Ｆ．カンパニー社 90百万円

 ( 6百万香港ドル)

(2) 従業員住宅借入金保証 15

計 106

※３　授権株式数 普通株式 400,000千株

発行済株式総数 普通株式 115,000

※３　　　　―――――――――――――

※４　自己株式の保有数

　当社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数は

以下のとおりであります。

※４　　　　―――――――――――――

 

普通株式 1,074,947株

※５　配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は5,561百万円

であります。

 ※６　　　　―――――――――――――

※５　　　　―――――――――――――

 

 

 

 ※６　期末日満期手形 

  期末日満期手形の会計処理については、当期末日が

金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。

受取手形

支払手形

設備関係支払手形

425百万円

33

2
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　他勘定振替高の内訳は、自社使用印刷物等でありま

す。

※１　　　　　　　　　　同左

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

　なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属す

る費用の割合はおおよそ64％であり、一般管理費に属

する割合はおおよそ36％であります。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

　なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属す

る費用の割合はおおよそ64％であり、一般管理費に属

する割合はおおよそ36％であります。

支払運賃 4,805百万円

役員報酬・従業員給料諸手当 9,993

賞与引当金繰入額 1,011

退職給付費用 701

役員退職慰労引当金繰入額 197

減価償却費 737

賃借料 1,731

研究開発費 2,173

保管費 2,438

支払運賃      4,715百万円

役員報酬・従業員給料諸手当 10,246

賞与引当金繰入額 1,033

退職給付費用 250

減価償却費 688

賃借料 2,026

研究開発費 2,238

保管費 2,257

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、2,173百万円であります。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、2,238百万円

であります。

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 10

計 10

車両運搬具  0百万円

工具器具備品 2

機械装置 23

計 26

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 35百万円

構築物 0

機械及び装置 70

車輌運搬具 2

工具器具備品 18

ソフトウェア 0

計 127

建物   35百万円

構築物 1

機械及び装置 61

車輌運搬具 3

工具器具備品 14

計 117

※６　関係会社との主な取引額 ※６　関係会社との主な取引額

(1) 売上原価と販売費及び一般管理費

外注加工費他 73,235百万円

(2) 営業外収益  

設備賃貸料 2,228

受取配当金 1,265

(1) 売上原価と販売費及び一般管理費

外注加工費他 78,372百万円

(2) 営業外収益  

設備賃貸料 2,631

受取配当金 1,505
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（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式　（注） 1,074 ― 58 1,016

合計 1,074 ― 58 1,016

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少58千株は、ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分によるもの

であります。

（有価証券関係）

前期及び当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
前事業年度

(平成18年３月31日)
 

当事業年度
(平成19年３月31日)

繰延税金資産 賞与引当金 689百万円  667百万円

 未払事業税 259  217

 減価償却費損金算入限度超過額 103  71

 退職給付引当金 890  744

 役員退職慰労引当金 201  190

 貸倒引当金損金算入限度超過額 18  29

 投資有価証券等評価損 177  188

 会員権評価損 170  146

 その他 112  121

 繰延税金資産合計 2,624  2,377

     

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 △3,817  △2,430

 繰延税金負債合計 △3,817  △2,430

 繰延税金資産（負債）の純額 △1,193  △52

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

(平成18年３月31日)
 

当事業年度
(平成19年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 1,051百万円  996百万円

固定負債－繰延税金負債 △2,244  △1,049

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
 
 

 
当事業年度

(平成19年３月31日)

法定実効税率   40.70％

（調整）    

交際費等の損金不算入額   2.03

受取配当等の益金不算入額   △4.49

その他   △0.98

税効果会計適用後の法人税等の負担率   37.26

 　（注）　前事業年度においては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100

分の５以下にあたるため、注記を省略しております。

トッパン・フォームズ㈱ (7862) 平成 19 年３月期決算短信

－ 50 －



（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,059円93銭

１株当たり当期純利益 76円41銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
76円38銭

１株当たり純資産額 1,095円34銭

１株当たり当期純利益 77円53銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
77円49銭

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

損益計算上の当期純利益（百万円） 8,765 8,834

普通株主に帰属しない金額の内訳（百万円）   

利益処分による役員賞与金 60 ―

普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 8,705 8,834

普通株式の期中平均株式数（千株） 113,937 113,949

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株） 41 48

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

１　ストックオプションに係

る新株予約権（新株予約権

の数2,380個、株式数238千

株）

２　旧商法第210条ノ２第２項

の規定に基づき取得したス

トックオプション目的に係

る自己株式（98千株）

１　ストックオプションに係

る新株予約権（新株予約権

の数4,350個、株式数435千

株）

２　旧商法第210条ノ２第２項

の規定に基づき取得したス

トックオプション目的に係

る自己株式（50千株）

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他
(1）役員の異動

 

　決定次第開示いたします。
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